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１　事務事業の再編整理（事務事業の精査）＜重点項目＞

平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 計画

２　民間委託等の推進 単位：千円

平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 年度 24 25 26 27 28
計画額
(24～
28)

計画

計画 検討 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

101
継
続

事務事業の精
査

ＰＤＳサイクル
による事務事
業の改革改善

201 新規

指定管理者制
度の導入によ
る施設管理の
検証

指定管理者制度を導入した施設につい
て、制度導入の検証を行い、より良い施設
管理の方向性を検討する。

年度別計画額（累計）

事務事業の精査では、市が実施している事務事業
の必要性の有無、重要性、緊急性、効果、妥当性、
効率性、経済性、迅速性について点検し、事務事
業の整理を行う。必要性の減少した事務事業等は
廃止や統合、規模の縮小、手法の変更を行うととも
に、最適な運営主体・運営手法への移行を行う。

実施計画

改革プラン実行計画

企画課

選択と集中の視点から事務事業の総点検
を実施し、各事務事業を今後も継続するも
のと見直しをするものに区分して、見直し
するものは手法の変更や廃止、統合を行
う。
継続するものは、毎年度、ＰＤＳ（計画、実
施、見直し）サイクル（行政評価システム）
を活用して施策の目標達成に向け、施策
配分予算内で事務事業の改革改善を行
う。なお、市民委員による評価も実施する。

飯田市木工セ
ンターとちの
木への指定管
理者制度の導
入

飯田市上村木材工芸品加工販売施設（通
称：飯田市木工センターとちの木）につい
て、指定管理者制度を導入する。

年度別計画

実施実施 実施 実施

改革プラン実行計画

取組内容等

企画課
関係各
課等

取組内容等

取り組みの詳細

年度別計画

継続202

林務課
（上村自
治振興
セン
ター）

・後期基本計画の進行を管理する行政
評価の手法について、進行管理方法を
見直しながら平成25年度以降の予算編
成に反映する。

・制度導入施設における効果を検証し、
平成24年度内に行財政改革推進本部
会議において、指定管理者制度の基本
的な考え方をまとめる。

・10月からの指定管理者制度の導入に
むけて、6月に条例改正を行い、8月に
指定管理者の選考を実施する。。

飯田市行財政改革大綱における改革プラン（実行計画）平成24年度計画
【計画期間 　 平成24年度～平成28年度　】
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平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 年度 24 25 26 27 28
計画額
(24～
28)

計画

計画 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 検討 検討 検討 検討 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 検討 検討 検討 検討 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 検討 検討 検討 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 実施 検討 検討 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

継続

民営化方針に基づき、地元合意等の条件
が整った施設について経営移管等を実施
していく。また同時に望ましい保育の在り
方を地区ごとに検討する中で、施設の統
廃合についても実施していく。
（特に、松尾、伊賀良、鼎、上郷地区を重
点地区として取り組む。）

継
続

商業･市
街地活
性課

保育園の統廃
合と民営化の
推進

子育て
支援課

地域資源総合
管理施設天竜
峡活性化セン
ター（あざれ
あ）への指定
管理者制度の
導入

地域資源総合管理施設天竜峡活性化セ
ンター（あざれあ）について、指定管理者
制度の導入を引き続き検討する。

取組内容等

農業課

地方卸売市場
の経営移管の
検討

期間内に最低１園を民営化す
る予定

改革プラン実行計画 年度別計画額（累計）

206 新規
学校給食調理
業務の見直し

205

204
経済情勢、市場各社の経営状況、市場施
設の状況等を勘案しながら、民間への経
営移管方針を定めていく。

203 継続

継続

第５次基本構想後期基本計画で予定され
ている共同調理場の整備に伴い、全体の
調理食数、従事者数の再配分を検討す
る。

学校教
育課

207

林務課
学校教
育課
介護高
齢課

野底山森林公
園の一体的な
運営管理と指
定管理者制度
の導入

H24年度から、姫宮林間学校などの森林
公園内施設の利用受付窓口を、森林公園
管理事務所に統合する。
また、指定管理者制度の導入について検
討し、関係者との協議を進める。

・調理場整備計画を策定し、各調理場
の調理食数の再配分と従事者数の再
配置を検討する。

・指定管理事業者の候補を選定し、地
元や運営委員会との協議も進めなが
ら、運営体制の整備と事業計画の策定
を行う。

・市場の在り方、その方向性について、
市場各社から聞き取りを行うとともに、内
部の検討を進める。

年度別計画

・施設の状況や、園児数の現在までの
推移と今後の見込み等を十分に踏まえ
ながら、地元のまちづくり委員会及び保
護者会と、地域における保育園の在り
方について民営化を含めて検討を重ね
る。また、この検討の中で、統廃合の可
能性についても、十分な説明を行う。

・平成24年4月から利用受付窓口を管
理事務所に統合した。
・指定管理者制度の導入について、関
係者と検討・協議を進める。
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平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 年度 24 25 26 27 28
計画額
(24～
28)

計画

計画 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

３　定員の適正化 単位：人 単位：千円

平成24年度

項　目 主管課 年度 25.4.1 26.4.1 27.4.1 28.4.1 29.4.1 年度 24 25 26 27 28
計画額
(24～
28)

計画

計画 821 819 813 806 800 計画 6,500 19,500 58,500 104,000 143,000 331,500

実績 実績 0

計画 673 670 666 663 660 計画 8,800 15,400 24,200 30,800 37,400 116,600

実績 実績 0

・定員適正化計画を踏まえて、平成24
年度途中採用、及び平成25年度4月採
用の職員募集を行う。

職員数は、一般会計と特別会
計等（市立病院及び市立病院
介護老人保健施設職員を除
く）の 合計を表示している。
H24.4.1時点の予想職員数「正
規職員822人」、「臨時・非常勤
職員677人」を基準とする。

取組内容等

人事課
正規職員数の適正化を図る。
※基準日（H23.4.1）の職員数　820人

改革プラン実行計画 年度別計画

・関係団体等と連携して川本人形美術
館の魅力を高められる活動を実施す
る。
・活動の成果を踏まえ、指定管理に関
する方針について関係団体等との協議
を進める。

川本喜八郎人
形美術館への
指定管理者制
度の導入

川本喜八郎人形美術館について、指定管
理者制度を導入し、入館者の増加やサー
ビスの向上に努める。

文化会
館

取組内容等

208 継続

人事課

改革プラン実行計画

・事務事業の見直しにより、臨時職員の
削減またはパート化の推進を図る。

計画は、第６次定員適正化計画（平成23
年4月1日～平成29年4月1日)をベースとし
ている。
また、市立病院職員については、病院経
営の観点から、第６次定員適正化計画から
除外してある。

臨時・非常勤職員数の適正化を図る。
※基準日（H23.4.1）の職員数　682人

年度別計画額（累計）

年度別計画額（累計）年度別計画

定員適正化計画による各年度の職員削減分の職
員給与費を効果額として累計している。（職員１人
当たりの削減効果額は、正規職員6,500千円／人、
臨時・非常勤職員2,200千円／人とした。）
一般会計と特別会計等（市立病院職員及び市立病
院介護老人保健施設職員を除く）の合計

301 継続

臨時・非常勤
職員の定員の
適正化

正規職員の定
員の適正化

302 新規
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４　給与等の適正化 単位：千円

平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 年度 24 25 26 27 28
計画額
(24～
28)

計画

計画 実施 実施 実施 実施 実施 計画 122,959 119,945 118,231 110,969 104,152 576,256

実績 実績 0

計画 検討 実施 計画 - - - - - 0

実績 実績 0

計画 実施 実施 実施 実施 実施 計画 3,408 - - - - 3,408

実績 実績 0

５　第３セクターの見直し

（１）経営状況の確認

平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 計画

計画 実施 実施 実施 実施 実施

実績

改革プラン実行計画

年度別計画

取り組みの詳細

人事課

取組内容等

年度別計画額（累計）

人事課

特殊勤務手当等の各種手当や旅費につ
いての見直しを検討する。

年度別計画

403 継続

給与等の抑制
（常勤特別職、
非常勤特別
職）

常勤特別職の給料改定及び減額措置を
行う。
非常勤特別職の勤務実績に対応した報酬
の見直しを行う。

402

401 継続
給与制度の見
直し

特殊勤務手当
等の見直し

継続

人事課

平成17年人事院勧告に準じた給与改革を
継続して実施するとともに、今後の人事院
勧告等に対応した給与制度改革を行う。

・引き続き、市長、副市長及び教育長の
報酬月額を5％減額する。
・公平委員の報酬を年額から日額制へ
見直す。

・国の制度と異なる特殊勤務手当につ
いて、職員団体との協議研究の場を設
ける。
・宿泊費の実費支給方式について、労
使で検討協議を進める。

改革プラン実行計画

取組内容等

各第３セ
クター主
管課

毎年度、決算書により決算の状況を把握する。
決算の状況により、2年連続で赤字がある場合、あ
るいは累積赤字がある場合は、経営会議への参
画、経営の安定や健全化に向けた指導などを実施
する。

501 継続
運営状況の把
握と対応

市が主要な出資者である第３セクター等に
ついて、健全な運営状況に留意しながら、
２期連続経常赤字の場合や累積赤字があ
る場合等に市が改善に関与し、健全化に
努める。（出資比率25％以上の場合に適
用する。）

・引き続き、人事院勧告を尊重した給与
制度改革を行う。

・決算書により決算の状況を把握し、2
年連続して赤字がある第３セクター等が
確認された場合は、健全化に向けた取
り組みを実施する。
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６－１　経費節減等の財政効果（一般会計分）

（１）歳入確保 単位：千円

平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 年度 24 25 26 27 28
計画額
(24～
28)

計画

計画 実施 実施 計画 36 36 144 144 144 504

実績 実績 0

計画 実施 実施 実施 実施 実施 計画 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 25,000

実績 実績 0

計画 実施 実施 実施 実施 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 実施 実施 実施 実施 実施 計画 1,849 1,849 1,849 1,849 1,849 9,245

実績 実績 0

計画 実施 計画 1,005 1,005 1,005 1,005 1,005 5,025

実績 実績 0

福祉課

地域づく
り・庶務
課

取組内容等

継続

年度別計画 年度別計画額（累計）

ふるさと納税制度の周知に取り組み、寄附
金の増加に努める。
（平成22年度決算額　3,151千円を基準
に、毎年5,000千円を目標額として増額を
目指す。）

財政課普通財産（土地）の売却を行う。

改革プラン実行計画

601 継続
広告料収入の
確保

本庁舎に広告入り玄関マットを導入し、広
告料収入を確保する。
（H24：現庁舎1ヶ所　H26：新庁舎3か所）

603 継続
市税収納率の
維持

602
遊休資産の売
却

新規

滞納処分を適正化し、市税の収納率を平
成22年度の収納率95.08％を維持する。

納税課

福祉課所属の理学療法士、作業療法士の
派遣に係る契約単価を見直し、歳入の増
加を図る。

企画課

・滞納処分を適正化し、市税の収納率
を平成22年度の収納率95.08％を維持
する。

職員の派遣に
係る契約単価
の見直し

604 継続

605

ふるさと飯田
応援寄附金の
確保

・遊休資産について、現地確認等を行
い、処分可能なものを振り分けた上で、
売却条件が整ったものから処分を行う。

・本庁舎に広告入り玄関マットを導入
し、広告料収入を確保する。本庁舎正
面玄関１カ所について継続して取り組
む。

・ふるさと寄附金制度についてのＰＲとし
て、各種イベント、広報いいだによる周
知、バス停への広報横断幕の設置など
の取り組みにより、寄附金額の増額を目
指す

・平成24年度から改訂した単価を適用
した派遣を行う。
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平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 年度 24 25 26 27 28
計画額
(24～
28)

計画

計画 実施 実施 実施 実施 実施 計画 206 206 206 206 206 1,030

実績 実績 0

計画 実施 実施 実施 実施 実施 計画 133 160 160 160 160 773

実績 実績 0

計画 検討 検討 実施 検討 検討 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 検討 実施 実施 実施 実施 計画 200 310 410 310 410 1,640

実績 実績 0

計画 実施 計画 100 200 200 200 200 900

実績 実績 0

改革プラン実行計画 年度別計画

取組内容等

美術博物
館

文化会館

人形劇関連施
設の入館者数
の増加及び観
覧料等の見直
し

竹田扇之助記念国際糸操り人形館及び川
本喜八郎人形美術館の入館者数の増加
に向けて取り組む。
観覧料等の見直しを行う。

美術博物館実
施事業におけ
る受益者負
担、協賛金の
検討と確保

年度別計画額（累計）

607 継続

606

住宅使用料収
納率の向上

現年度分住宅使用料収納率の目標を
97.6％以上とし、使用料の的確な督促、滞
納整理、相談を実施する中で、収納率の
向上に努める。（平成22年度の収納率
97.1％）

継続

建設管理
課

保育料収納率
の向上

現年度分保育料収納率の目標を99.50％
以上とし、保育料納付相談、滞納処分を的
確に実施する中で、収納率の向上に努め
る。（平成22年度の収納率99.47％）

子育て支
援課

新規

文化芸術施
設・社会教育
施設等の使用
料の見直し

文化会館、公民館、体育施設など教育委
員会の施設使用料について、受益者負担
の観点で見直しを行う。
（平成21年度からの見直しでは、据え置い
ている。５年に１度、見直しを行う。）

・低所得を入居条件とする公営住宅に
おいて、経済的社会的弱者である母子
世帯や年金収入を頼りとする高齢世帯
等の入居者が増加する傾向にある中、
未納状況に応じた納入相談、個別面談
を随時行いながら、継続的な納入指導
を実施する。

・教育委員会事務局により原案を策定
し、関係団体等との協議を行う。

文化会館
生涯学
習・ス
ポーツ課

609 新規

610 新規

施設使用料の徴収を検討する。
事業における協賛金の確保に努める。

608

・各保育園の協力体制のもとに未納者
の実態調査を行い、滞納処分を計画的
かつ効率的に実施することにより、収納
率の向上を図る。

・使用料の徴収額についての検討を行
う。
・藤本四八写真文化賞事業及び子ども
写真教室への協賛を地元企業に依頼
する。

［入館者数の増加］
・竹田人形館は、関係団体等と連携し
た新たな企画展を実施する。
・川本人形美術館は、名古屋圏を中心
とした旅行代理店への売込み、南信州
地域の観光施設との連携強化により、
団体客の誘客を図る。また、りんご並木
周辺施設と連携した企画を実施するこ
とにより市民、特に親子連れの誘客を進
める。
［観覧料の見直し］
・関係課による検討会で見直原案を策
定し、関係団体等との協議を進める。
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（２）経費節減 単位：千円

平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 年度 24 25 26 27 28
計画額
(24～
28)

計画

計画 検討 検討 実施 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 実施 実施 実施 実施 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 実施 実施 実施 実施 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 実施 計画 - - 1,660 1,660 1,660 4,980

実績 実績 0

計画 実施 検討 検討 検討 検討 計画 170 - - - - 170

実績 実績 0

年度別計画 年度別計画額（累計）改革プラン実行計画

長野県地方税
滞納整理機構
への移管件数
の削減

取組内容等

全該当
課

財政課

公用車の所有
台数の削減

予算編成にお
けるシーリング
の実施

公用車の効率的な管理方法を検討し、所
有台数の削減に努める。

地域づ
くり・庶
務課

614 新規

615 新規

611 継続

612 新規

613 継続

納税課

長野県地方税滞納整理機構へ飯田市か
ら移管している困難案件の件数の削減を
図る。
現行（平成23年度～平成25年度）は年40
件の困難案件を移管をしているが、平成
26年度までに、滞納整理を進めて移管件
数を年10件減らし、年30件に抑える。

印刷経費の縮
減

冊子を発行している印刷物についての見
直し（ペーパーレス化）を実施し、印刷経
費の削減を図る。

投票所間の距離や投票者数、地域の意見
を考慮し、平成24年度に投票所の統廃合
を実施する。平成25年度以降について
は、投票所の状況や地域の意見を踏まえ
て、統廃合について考えていく。

各年度の当初予算編成において、歳入一
般財源の減少や各年度の特殊事情による
歳出の増加に伴う財源不足を圧縮するた
め、予算要求基準としてシーリングを実施
する。
当初予算編成の際に、次年度の歳入一般
財源及び歳出一般財源必要額の見込み
を立て、その差額を圧縮するためシーリン
グ率（縮減率）を決定する。

投票所の統廃
合

選挙管
理委員
会

・利用状況の調査を行う。

・冊子等の印刷物は、電子データー化
に向けた見直しをすすめ、印刷物の削
減を図る。
・職員の給与支給明細書の印刷につい
て見直しを検討する。

・平成25年度当初予算編成において
も、H25年度の歳入歳出一般財源の見
込みにより、シーリング率を決め、財源
不足の圧縮に努める。

・24年度は引き続き困難案件４０件を移
管する。

・10月執行予定の飯田市長選挙に向け
て、投票所を1箇所少なくする。
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平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 年度 24 25 26 27 28
計画額
(24～
28)

計画

計画 実施 実施 実施 計画 2,571 2,571 - - 2,571 7,713

実績 実績 0

計画 検討 検討 実施 計画 - - 6,000 6,000 6,000 18,000

実績 実績 0

計画 検討 実施 計画 - 500 500 500 500 2,000

実績 実績 0

年度別計画額（累計）年度別計画

616 新規

617 新規

618 新規
施設の運営体
制の見直し

勤労青少年ホームの館長及び指導員の勤
務体制を見直し、夜間宿直委託料の縮減
を図る。

公民館

秘書課

選挙管理
委員会

改革プラン実行計画

情報システム
のクラウド化

昨今のＩＣＴの進歩を考慮しつつ、国が社
会実験などを実施して普及を目指している
「自治体クラウド」の導入について検討す
る。

取組内容等

投票事務従事者の職務の一部について、
臨時職員を雇用して実施する。
（H24・H28の市長選、H25の市議選で実
施）

投票事務従事
者の賃金の縮
減

・10月執行予定の飯田市長選挙に向け
て、人事課、選挙事務経験者などに依
頼し、選挙事務に必要な臨時職員を確
保する。

・自治体クラウドについては、国の自治
体クラウドの実験検証が終了し、検証報
告が始まった段階であり、まだまだ課題
もあることから、今後の動向を注視し情
報収集や研究を進める。

・９月末までを目途に検討を行い、１０月
以降新たな勤務体制を実施することに
より、夜間宿直委託料の削減を図る
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６－２　経費節減等の財政効果（特別会計等分）

（１）歳入確保 単位：千円

平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 年度 24 25 26 27 28
計画額
(24～
28)

計画

計画 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 実施 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 実施 実施 実施 実施 実施 計画 550 550 550 550 550 2,750

実績 実績 0

計画 実施 実施 実施 実施 実施 計画 5,310 5,310 5,310 5,310 5,310 26,550

実績 実績 0

620 継続

619 継続

改革プラン実行計画

継続
墓地事業特別
会計

西部霊園の一般聖地未売却45区画を5年
で全て売却する。
（最終造成区画数554区画　造成済区画数
138区画　24年度未の未売却数45区画）

取組内容等

水道事業会計
水道料金の見直しを行う。
（H20年4月改定以降、3年ごとに見直し）

簡易水道事業
特別会計

水道料金の見直しを行う。
（H20年4月改定以降、3年ごとに見直し）

水道業務
課

・ルールとしている下水道使用料の３年
ごとの見直し時期が平成２５年４月１日と
なるため、下水道使用料の算定期間中
の収支見通しに基づき、上下水道事業
運営審議会や市議会等による審議・検
討を２４年度中に行い、改定の是非に
ついての結論を出す。

・３台の発電システムで発電を行う。
積算根拠：6,136千円（発電量）－1,827
千円（メンテ費）－3,759千円（原価償却
分）＝550千円

年度別計画額（累計）

水道業務
課

水道業務
課

621

継続
下水道事業特
別会計

継続
下水道事業特
別会計

下水道使用料等の見直しを行う。
（H22年4月に改定、3年ごとに見直し）

松尾浄化管理センターにおける余剰ガス
を有効利用して発電を行い、電気料収入
を確保する。

623 環境課

622

・広報を適時行い、許可申請を随時と
することで、西部霊園において年間10
区画の売却を目指す。

年度別計画

下水道課

・遠山地区合併後、飯田市の水道料金
体系を統一してきた経過があり、水道事
業の料金見直しに併せて同時に検討
する。

・計画している妙琴浄水場の大規模改
修も考慮して,会計の中期的な収支見
通しや料金改定の考え方を上下水道事
業運営審議会や市議会委員会等で示
していく。
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平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 年度 24 25 26 27 28
計画額
(24～
28)

計画

計画 実施 実施 実施 実施 実施 計画 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 5,000

実績 実績 0

計画 検討 検討 検討 実施 計画 - - - 500 500 1,000

実績 実績 0

駐車料金の見直しにより利用者の増加を
図る。
（1日料金の設定などの利便性の向上につ
いて検討を行う。）

年度別計画額（累計）年度別計画改革プラン実行計画

取組内容等

624 病院事業会計

飯田市立病院における医療費自己負担分
の未収金の解消を図る。
（未収金未然防止策の徹底、督促・催告の
徹底、分納相談、訪問徴収の実施）

市立病院
医事課継続

危機管
理･交通
安全対策
室

625 新規
駐車場事業特
別会計

・駐車場の利用状況を踏まえ検討する。

・未収金未然防止策の徹底、督促・催
告の徹底、分納相談、訪問徴収の実施
による医療費自己負担分の未収金の解
消を図る。
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（２）経費節減 単位：千円

平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 年度 24 25 26 27 28
計画額
(24～
28)

計画

計画 検討 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 実施 実施 実施 実施 実施 計画 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 19,500

実績 実績 0

計画 実施 計画 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400 7,000

実績 実績 0

計画 実施 計画 - 800 800 800 800 3,200

実績 実績 0

計画 実施 実施 実施 実施 実施 計画 49,000 49,000 49,000 49,000 49,000 245,000

実績 実績 0

改革プラン実行計画

水道業務
課

飯田市立病院において、さらなる健全経営
に取り組み、繰出基準と比較して一般会計
繰出金の削減を図る。

取組内容等

年度別計画額（累計）年度別計画

・水道事業会計と統合を繰り返してきた
簡易水道事業特別会計は、現在、遠山
地区のみである。
・２５年度の予算編成に間に合うよう、簡
易水道事業特別会計そのもののあり方
について、研究・検討を行い、その方向
付けを行う。

626
簡易水道事業
特別会計

抜本的な経営の見直しの検討を行い、効
率的な供給体制の確立のための経営方針
の策定を行う。

新規

627 下水道課

・５カ年の複数年契約（２年目）を実施す
る。
積算根拠：運転管理業務における諸経
費の減額 4,252,500円（設計分）×
92.34％（落札率）≒3,926千円

継続
下水道事業特
別会計

629 下水道課

628 新規
下水道事業特
別会計

農業集落排水処理施設管理業務委託をし
ていた水質検査について、松尾浄化管理
センターにおいて自ら実施し、経費の節減
を図る。

新規

下水道課

病院事業会計

下水道事業特
別会計

農業集落排水処理施設管理業務委託の
複数年契約を実施する。
（H25年度から、単年度契約を3年契約に
延長し、委託料の縮減を図る。）

経営企画
課

松尾浄化管理センター他維持管理業務委
託の複数年契約を実施する。
（H23年度から、契約期間を5年に延長した
ことで、24年度にも委託料の縮減が図られ
る。）

630 継続

・水質検査は、松尾浄化管理センター
の職員が実施する。
積算根拠：H23水質検査委託料（設計）
1,720千円－H24水質検査採水委託料
240千円＝1,480千円

・農業集落排水処理施設管理業務委託
の複数年契約を検討する。

・健全経営に取り組み、繰出基準と比較
して一般会計繰出金の削減を図る
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７　人材の育成

平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 計画

計画 実施 実施 実施 実施 実施

実績

計画 実施 実施 実施 実施 実施

実績

８-１　その他の取り組み（組織機構改革等）

平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 計画

計画 検討 検討 実施 検討 検討

実績

計画 検討 検討 実施 検討 検討

実績

人事課

年度別計画

人材育成基本方針（H20.4改訂）の見直しと同方針
に基づく研修の実施

取り組みの詳細

新庁舎建設予定年度の26年度を目途に検討を進
める。

施設の利用状況の把握を行うとともに、庁内会議で
の検討を進める。

701 継続
人材育成基本
方針の見直し
と研修の充実

801 継続

年度別計画

人事評価制度の継続的な見直し

取り組みの詳細

・人事評価制度の苦情相談委員会を組
織するとともに、平成23年度見直し後の
制度について必要に応じて検討を行
う。

・職員のコンプライアンス意識の徹底に
ついて、階層別研修や一般研修を体系
的に実施する。

取組内容等

改革プラン実行計画

702 継続
人事評価制度
の充実

人事評価制度の精度と客観性を高めるた
めの見直しを継続的に行い、人材育成と
処遇に活用していく。

新規802
各施設の適正
な人員配置の
検討

企画課
人事課

企画課
人事課

人事課

改革プラン実行計画

取組内容等

組織機構改革
の検討

第5次基本構想基本計画を着実に実行す
るための組織のあり方、また、行財政改革
を推進する観点から、より小さくて機能的、
機動的かつ効率的な組織のあり方につい
て検討し、適正な組織機構改革を実施す
る。

人材育成基本方針の見直しを実施する。
職員のコンプライアンス（法令遵守）意識の
徹底や接遇の向上などの基本事項をはじ
め、地方分権時代に対応した専門的知識
の習得、職員の資質向上に向けた職場風
土づくりのほか、職責に応じた的確かつ効
果的な研修を実施する。

人口減少等の社会構造の変化に対応した
施設の機能と人員配置について検討し、
適正化に努める。

・抜本的な組織機構の見直しは平成26
年度に実施することから、状況に応じた
必要最低限の組織機構の見直しを行
財政改革推進本部会議にて検討する。

・施設のあり方を見直す取り組みにあわ
せて、各施設の利用状況を把握する。
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平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 計画

計画 実施 実施 実施 実施 実施

実績

計画 検討 検討 検討 検討 実施

実績

計画

実績

８-２　その他の取り組み（補助金等の見直し）＜重点項目＞

平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 計画

改革プラン実行計画 年度別計画

取り組みの詳細

取組内容等

803 継続

804 新規
下水道事業へ
の地方公営企
業法の適用

新規

子どもの教育
環境としての
学校のあり方
の検討

少子化が進む中で、子どもたちにとって望
ましい教育環境という視点での将来の学校
のあり方について総合的に検討を進める。

取り組みの詳細

負担金、補助金、交付金の見直し（廃止、縮減、休
止）を実施する。
目的等の明確化、対象の見直し、行政効果等の精
査、基準の適正化、終期の設定などを行う。

改革プラン実行計画

実施

①各年度の財源不足に対してはシーリングで対応
するとともに、個別の行財政改革の取り組みにより
歳出規模を抑制し、基金残高を目標額確保する。
②後期基本計画期間中の大型事業等の動向に留
意し、各年度の予算編成において起債残高を抑制
していく。

財政課

実施

長期の財政見通しを踏まえ、各種団体等
に対する補助金等について、行政が支援
する必要性、費用対効果、負担のあり方等
について検証し、見直しを行う。なお、必
要に応じて激変緩和措置を講じるととも
に、住民等に対する説明責任を果たしな
がら計画的に廃止・縮減等に取り組む。

806

年度別計画

補助金等の見
直し

関係各
課等

学校教育
課

・平成24年度中に、下水道事業特別会
計の公営企業会計への移行について、
基礎調査を行い、移行の範囲・スケ
ジュール等、全体計画を決定する。

805

特別会計で実施している下水道、下水道
類似施設事業について、地方公営企業法
の適用を検討する。

継続

取組内容等

法適用化基本方針の検討、法適用化計画書の作
成
固定資産調査・評価（資産評価）の実施
法適用化に伴う事務手続の実施
財務会計システムの構築

検討を行い、基本的方向性を
示していく

実施 実施

水道業務
課

実施

保護者、地域住民から意見を聞き、教育委員会で
の検討を経て、あり方の基本的方向性を出してい
く。

・小中連携・一貫教育が、平成24年度
はモデル中学校区で実施され、その他
の校区ではその準備に向けた取組が行
われる予定である。各中学校区毎に、
地域の特色をいかした「心豊かな人づく
り」を実現するための検討を行うことか
ら、これに併せて検討を行う。

・負担金、補助金、交付金の見直し（廃
止、縮減、休止）を実施する。

計画

財政運営目標
の設定

期間中（平成28年度まで）の財政運営の目
標を設定
①一般会計積立金残高（主要４基金）を30
億円程度確保する。
②一般会計地方債残高（臨時財政対策債
を除く）を235億円以内、特別会計等地方
債残高を465億円以内、合計700億円以内
とする。
＊主要４基金　財政調整基金　減債基金
ふるさと基金　公共施設等整備基金

・平成25年度当初予算編成において、
シーリング及び個別の行財政改革の取
組状況を確認し歳出規模を抑制するこ
とにより、基金取り崩し額を必要最小限
にとどめる。
・大型事業については、実施の可否、
事業費等の精査により起債発行額の抑
制を図る。
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９　施設のあり方の見直し＜重点項目＞ 単位：千円

平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 年度 24 25 26 27 28
計画額
(24～
28)

計画

計画 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 検討 検討 検討 実施 計画 - - - - - -

実績 実践 0

計画 検討 検討
順次
実施

順次
実施

順次
実施

計画 - - 234 723 931 1,888

実績 実践 0

計画 検討 検討
順次
実施

順次
実施

順次
実施

計画 - - 15,000 10,000 5,000 30,000

実績 実績 0

計画 検討 検討 検討 検討 実施 計画 - - - - - -

実績 実績 0

借地契約している教職員住宅の使用状況
と建物の老朽化状況から今後使用しない
住宅を特定し、建物の解体後に地主へ土
地を返還する。（借地料の軽減）

学校教育
課

学校教育
課

学校教育
課

年度別計画額（累計）

901 新規
施設の開館時
間等の変更

関係各課
等

年度別計画

新規

大平宿泊訓練
施設のあり方
の検討

新規
教職員住宅の
解体と敷地の
売却

新規

903

905

904

902 新規

取組内容等

体験農園施設のあり方について検討し、
方向付けを行う。

改革プラン実行計画

施設の老朽化を踏まえる中で、施設のあり
方の検討を行い、方向付けを行う。

老朽化した教職員住宅の使用状況を把握
し、使用しない建物は解体し、敷地を売却
する。

検討を行い、その結果に基づ
いて順次実施していく

農業課
（上村自
治振興セ
ンター）

教職員住宅の
借地契約の解
除

体験農園施設
のあり方の検
討

貸出し施設の利用状況に応じて、閉館日
数や開館時間帯の見直しを検討する。

・現状を維持するため、老朽化している
箇所を改修するための予算確保に努め
る。
・施設のあり方を検討するため、大平を
残す会等の団体から意見をいただく。

・対象施設を、順次、検討していく。

・年度内に地元の関係団体との協議・
検討をはじめる。

・対象とする教職員住宅の老朽化状況
を施設係で現地調査する。

・対象とする教職員住宅の老朽化状況
を施設係で現地調査する。
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平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 年度 24 25 26 27 28
計画額
(24～
28)

計画

計画 検討 検討 実施 計画 - - - - - -

実績 実践 0

計画 計画 - - - - - 0

実績 実践 0

計画 計画 - - - - - 0

実績 実績 0

計画 検討 実施 計画 - 22,000 - - - 22,000

実績 実績 0

計画 計画 - - - - - -

実績 実践 0

・各施設の実態把握を行い、それぞれ
の課題を整理し検討を行う。

・施設の管理形態のあり方を内部で検
討する。

・年度内に代替施設の検討を進める。

・関係課による検討を行う。飯田文化会
館、飯田市公民館、鼎文化センターの
耐震診断を実施し、検討の基礎資料と
する。

文化会館
市公民館

市民プール、社会体育施設などの管理形
態などを検討し、効率的な運営を推進す
る。

生涯学
習・ス
ポーツ課

検討を行い、その結果に基づ
いて順次実施していく

年度別計画

・上郷歴史民俗資料館の上郷小学校施
設としての移管に向けて検討する。

検討を行い、その結果に基づ
いて順次実施していく

年度別計画額（累計）

検討を行い、期間内に方向性
を出す

新規

文化芸術施設
のあり方の検
討

考古博物館や文化財保護関連施設の効
果的な活用に向け、施設の管理形態など
の検討を行い、効率的な運営を図る。

社会体育施設
の効率的な運
営の検討

上郷歴史民俗
資料館のあり
方の検討

上郷歴史民俗資料館を上郷小学校の付
属施設として有効活用する。

取組内容等

文化財関連施
設の運営方法
の見直し

教育委員
会

生涯学
習・ス
ポーツ課

910 新規

改革プラン実行計画

909
建物の老朽化に伴い、人形劇練習場を除
却し、敷地を売却する。

907 新規

新規 文化会館

906

908 新規

人形劇練習場
の除却と敷地
の売却

文化芸術施設(飯田文化会館ホール、人
形劇場、飯田市公民館ホール、鼎文化セ
ンターホール)について、配置や規模、施
設機能等を考慮する中で、あり方の検討を
行い、期間内に方向付けを行う。
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平成24年度

項　目 主管課 年度 24 25 26 27 28 年度 24 25 26 27 28
計画額
(24～
28)

計画

計画 計画 - - - - - -

実績 実績 0

計画 計画 - - - - - -

実績 実績 0

・竹田人形館の魅力を高める新たな企
画を関係団体等と連携して実施する。

・飯田文化会館の施設管理、事業運営
について関係団体等を交えた検討を行
い、年度末までに課題を整理する。

新
規

竹田扇之助記念国際糸操り人形館につい
て、入館者数の増加やサービス向上の視
点から管理運営方針について検討を行
い、期間内に方向づけを行う。

改革プラン実行計画 年度別計画 年度別計画額（累計）

912

竹田扇之助記
念国際糸操り
人形館の管理
運営方針の検
討

911
新
規

飯田文化会館について、市民文化向上及
びサービス向上の視点から、管理運営方
針について検討を行い、期間内に方向づ
けを行う。

458,700                                            

520,500                                            

＜参考資料＞
平成19年度～平成23年度

集中改革プランにおける改革改善項目別
計画額

検討を行い、期間内に方向性
を出す

1,050,000                            

3,478,100                                         

-                                                     

-                                                     

平成24年度～平成28年度
改革プランにおける改革改善項

目別計画額

580,000                               

140,000                               

文化会館

2,558,100                            

文化会館

検討を行い、期間内に方向性
を出す

170,000                               

取組内容等

行財政改革改善項目

民間委託の推進

給与等の適正化

定員の適正化

施設のあり方の見直し

歳入確保　（一般会計）

経費節減　（一般会計） （事務事業の再編整理
（事務事業の精査）を含む）

当初計画額（累計）
（単位：千円）

40,000                                 

448,100                               

補助金等の見直し

130,000                               

飯田文化会館
の管理運営方
針の検討

173,700                                            

当初計画額（累計）
（単位：千円）

-                                                     

924,800                                            

※上記の当初計画額は、改革改善項目ごとの計画額の合計のほか、今後の取り組みにおいて想定される見込額を含んでいます。

一般会計及び特別会計の合計

経費節減　（特別会計）

特別会計の計

275,000                               566,600                                            

1,400,400                                         460,000                               

3,018,100                            

一般会計の計

歳入確保　（特別会計）

2,077,700                                         

833,800                                            185,000                               
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